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一般社団法人山梨県法人会連合会 令和４年度事業報告 

（自 令和 4年 4月 1日 ～ 至 令和 5年 3月 31日） 

 

 

 

一般社団法人山梨県法人会連合会 第３０回理事会（令和４年３月１７日）にお

いて決議された事業計画に基づき事業を実施した。 

 

 

 

概 況 
① 「税のオピニオンリーダーとして、企業の発展を支援し、地域振興に寄与し、

国と社会の繁栄に貢献する」との理念のもと、税務当局、山梨県・市町村、関係

団体などと連携し、県内４単位法人会の税全般（国税・地方税）に係る事業の支

援を行った。 

またｅ‐Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム）とｅＬＴＡＸ（地方税ポータ

ルサイト）の利用促進に継続して取り組んだ。 

 

② 平成２７年１月から開始した山梨県からの受託事業「やまなし出会いサポート

センター」は、山梨県と協働して取り組み、令和４年度は成婚カップルが９組（累

計１１８組）誕生した。 

 

③ ９年目となった女性社員向けの「スキルアップセミナー」を継続実施した。 

 

 ④ 県内４単位法人会の組織力強化・法人会福利厚生制度の推進に関する情報提供

及び指導を行った。 

 

事業区分ごとの詳細は以下の通りである。 

 

 

Ⅰ．継続事業関係 

１．税に関する事業 継１事業 

（１）「税を考える週間」の広報活動  

①紙上座談会に出席  

    税に関する紙上座談会に、法人会を代表して髙野孫左ヱ門 会長が出席し、法人会の

立場から税に対する意見を述べた。 

     掲載新聞 山梨日日新聞   掲載日 令和４年１１月１１日 

 

②「税を考える週間」新聞広告の掲載  

    山梨県内の納税協力団体共同による「税を考える週間」の広告を新聞に掲載してＰ

Ｒを行った。 

     掲載新聞 山梨日日新聞   掲載日 令和４年１１月１１日 
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③税の啓発の新聞広告の掲載  

    法人会は税制改正に関する提言活動を行っているなど、税の活動において企業・社

会に貢献していることをＰＲする内容の新聞広告を掲載した。（掲載データは全法連が

作成したもの） 

     掲載新聞 山梨日日新聞   掲載日 令和４年１１月１１日 

 

④電光広告の活用 

    税の啓発活動として甲府市役所の大型ビジョンを活用し、「税を考える週間」と「確

定申告」の周知にあわせて、ｅ－Ｔａｘ利用促進をＰＲした。 

 

（２）令和５年度税制改正に関する提言の作成及び提出と要望活動の実施  

  ①各単位法人会に全法連作成の「税制改正に関するアンケート」の実施と取りまとめ及

び「令和５年度税制改正に関する提言」の提出を依頼した。 

回答総数   ６９７｛通常版(13問)６９１、簡易版(5問)６｝ 

       （内訳）甲府法人会 ３９２（通常版３８７、簡易版５） 

           大月法人会 １５７（通常版１５７、簡易版０） 

           山梨法人会 １１２（通常版１１１、簡易版１） 

           鰍沢法人会  ３６（通常版 ３６、簡易版０） 

            ※参考 今回の全国の回答総数：１１,８２４ 

(前年) 

回答総数   ８８６｛６９０が通常版（13問）による回答｝ 

          ｛１９６が簡易版（ 6問）による回答｝ 

        （内訳）山梨県連     ０（通常版 0、 簡易版 0） 

            甲府法人会  ３８４（通常版 384、簡易版 0） 

            大月法人会  ２１７（通常版 217、簡易版 0） 

            山梨法人会  １３０（通常版 47、簡易版 83） 

            鰍沢法人会  １５５（通常版 42、簡易版 113） 

 

  ②アンケート結果及び各単位法人会より提出された税制改正に関する提言を取りまとめ、

山梨県連の「令和５年度税制改正に関する提言」を検討・作成し、全法連に提出した。 

 

  ③税制改正要望活動の実施  

    山梨県関係国会議員・山梨県等を訪問し、令和５年度税制改正要望活動を下記の通

り実施した。 

     山梨県選出の国会議員に対する要望活動  令和４年１１月７日 

     山梨県及び山梨県議会に対する要望活動  令和４年１１月３０日 

 

（３）「企業の税務コンプライアンス向上のための取り組み」 

   全法連が「企業の税務コンプライアンス向上のための取り組み」（国税庁 後援）とし

て作成した「自主点検チェックシート」及び「自主点検ガイドブック」を単位法人会が

開催する税に関する各種研修会等の参加者に配付し、各企業での活用を依頼するなど企

業の税務コンプライアンス向上に積極的に取り組んだ。 

   （企業自らが内部統制面や経理面での問題点を把握してその改善を図ることにより、

企業の体質強化と成長に役立てることが目的。） 

 

（４）「税に関する絵はがきコンクール」の実施 

   「税に関する絵はがきコンクール」の作品募集を広報した。単位会ごとにとりまとめ、

山梨県内の小学校４２校から１，１０７点の作品が寄せられ、山梨県法人会連合会会

長賞、山梨県法人会連合会女性部会連絡協議会会長賞、優秀賞を決定して表彰した。 
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（５）「税の無料相談会」の実施   

   東京地方税理士会甲府支部の協力により、確定申告や相続税などに関する相談会を実

施した。（甲府法人会と共催） 

開催日 令和５年２月１７日 相談者４名 

 

（６）東京国税局との意見交換会を開催 

   東京国税局幹部職員と県連役員との意見交換会を行った。 

開催日 令和４年１１月１０日  場所 常磐ホテル 

 

（７）県内税務署・地方公共団体・金融機関と連携した e－Tax・eLTAXの訪問指導 

   e－Tax（国税電子申告・納税システム）・eLTAX（地方税ポータルサイト）の推進につ

いて、県内税務署･地方公共団体･金融機関と連携した個別企業への訪問指導を実施した。 

 

（８）山梨県下一斉「納付書レス・キャッシュレス納付推進プロジェクト」に協力 

   納付書レス・キャッシュレス納付の推進のため街頭パンフレット配布に参加協力した。 

    実 施 日 令和４年４月２１日（木） 

    実施場所 甲府駅南口および北口ペデストリアンデッキ 

 

 

 

２．地域社会貢献事業 継２事業 

 

（１）スキルアップセミナー（女性社員向け）  （９年目の開催） 

企業の女性社員の活性化と職場内で女性社員の力を最大限に発揮するための階層別研修。 

            ３回開催 合計５２名参加 

開催日 主な対象者 参加人員 

令和４年 ７月１４日 新人・若手社員向け １３名 

令和４年 ９月 ７日 中堅社員向け ２８名 

令和４年１０月２７日 管理職社員向け １１名 

   講 師  山梨中銀経営コンサルティング㈱の派遣講師 

第３回目の管理職社員向けにおいては女性管理者２名による講演も行った。 

 

（２）新春講演会  

   開 催 日  令和５年１月２３日 

   場  所  甲府記念日ホテル 

   参加人数  会場参加１３６名 オンライン参加８０名 

   演  題  「世界、日本、そして地方の経済はどうなるのか？」 

   講  師  京都大学大学院 工学研究科 教授 藤井 聡 氏 

 

（３）山日新聞の新年トップインタビューへの掲載 

   髙野会長が山梨日日新聞の新年トップインタビューを受け、令和５年の山梨県法人会

連合会としての抱負を述べるなど法人会活動の広報を行った。 

   掲 載 日 令和５年１月１日 
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（４）体験教室の開催  

山梨県内４単位法人会の共催事業として実施、運営は４単位法人会の青年部会が行い、

税の啓発活動として「税金クイズ」も実施した。 

   ○「少年サッカー・税金教室」 

開催日  令和４年９月１０日（土） 

場 所  ＪＩＴリサイクルインクスタジアム 

  参 加  山梨県内の少年サッカーチーム １１チーム１３０名 

    講 師  ヴァンフォーレ甲府の選手 アカデミーコーチ 

 

（５）甲府刑務所・甲府少年鑑別所被収容者の矯正活動を支援する山梨県矯正事業後援会 

  の活動に対する協力 

 

（６）リニア中央新幹線及び中部横断自動車道に関する活動への協力 

会 議 名 開催日 出席者 

リニア中央新幹線建設促進山梨県経済団体協議

会総会  （開催場所：甲府記念日ホテル） 
令和 4年 7月 26日 5名 

 

会 議 名 開催日 出席者 

中部横断自動車道経済懇談会総会 

（開催場所：長野県上田市） 
令和 4年 9月 8日 19名 

 

 

 

３．助成金運営事務委託事業 単位会指導 継３事業 

県内４単位法人会の公益法人制度への対応として、全法連助成金運営事業及び研修・指

導を下記の通り実施した。 

（１）３月末を除く毎月末日に県内単位会への令和４年度全法連助成金Ａの配賦事務を実施 

 

（２）県内単位会分を取りまとめ、単位会と連絡調整の上、令和３年度助成金Ａ実績報告を

全法連へ提出 

 

（３）県下専務理事・事務局長会議を開催し、全国専務理事等会議の内容、法人会福利厚生

制度５０周年キャンペーンの推進、助成金制度等について各単位会に周知 

 

（４）県内単位会分を取りまとめ、令和５年度助成金Ａを全法連へ申請 

 

（５）全法連の「単位会支援のための県連機能強化助成金」を申請し、単位会事務局職員を

対象にパソコン技能習得と目的とした研修会を行った。 

 

 

 

Ⅱ．その他事業（継続事業以外） 

１．本会の充実・発展、組織力強化及び会員（会員企業）の親睦・交流事業 

（１）会員の状況  

県内４単位会において会員増強及び退会防止に努め、組織の拡大・強化を図り、県内

単位法人会の令和４年度末（令和５年３月３１日)の会員数合計が令和４年３月３１日の

会員数合計（６，３９３社）を上回ることを目標とした。 
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    令和４年度 山梨県法人会連合会 会員数表  令和５年３月３１日現在 

                  ※ 正…正会員  賛…賛助会員 

 期  首 

（令和 4年 4月 1日） 期中 

入会 

期中 

退会 
増減 

期  末 

（令和 5年 3月 31日） 

稼動 

法人数 
会員数 

加入率 

(％) 

稼動 

法人数 
会員数 

加 入率 

（％） 

甲府 10,189 

正 2,962 

31.9 

正  48 正  72 正  -24 

10,338 

正 2,938 

31.2 賛 
289 

(法人 165) 

(個人 124) 

賛 
  9 

(法人 4) 

(個人 5) 

賛 
 15 

(法人 2) 

(個人 13) 

賛 
 －6 

(法人 ＋2) 

(個人 －8) 

賛 
 283 

(法人 167) 

(個人 116) 

計 3,251 計  57 計  87 計  －30 計 3,221 

大月 4,039 

正 1,477 

38.4 

正  17 正  19 正  －2 

4,058 

正 1,475 

38.2 賛 
75 

(法人 49) 

(個人 26) 

賛 
  4 

(法人 2) 

(個 人 2) 

賛 
  3 

(法人 2) 

(個人 1) 

賛 
  1 

(法人 ±0) 

(個人 ＋1) 

賛 
  76 

(法人 49) 

(個人 27) 

計 1,552 計  21 計  22 計  －1 計 1,551 

山梨 1,954 

正 1,061 

57.2 

正   8 正  26 正  －18 

1,964 

正 1,043 

55.9 賛 
56 

(法人 42) 

(個人 14) 

賛 
  2 

(法人 1) 

(個人 1) 

賛 
  3 

(法人 3) 

(個人 0) 

 

賛 
  －1 

(法人 －2) 

(個人 ＋1) 

賛 
  55 

(法人 40) 

(個人 15) 

計 1,117 計  10 計  29 計  －19 計 1,098 

鰍沢 880 

正 451 

53.8 

正   6 正   7 正  －1 

901 

正  450 

52.3 賛 
22 

(法人 16) 

(個人 6) 

賛 
  2 

(法人 2) 

(個人 0) 

賛 
  3 

(法人 1) 

(個人 2) 

賛 
 －1 

(法人 ＋1) 

(個人 －2) 

賛 
  21 

(法人 17) 

(個人 4) 

計 473 計   8 計  10 計  －2 計  471 

県連 17,062 

正 5,951 

37.5 

正  79 正  124 正  －45 

17,261 

正 5,906 

36.7 賛 
442 

(法人 272) 

(個人 170) 

賛 
  17 

(法人 9) 

(個人 8) 

賛 

 24 

(法人 8) 

(個人 16) 

賛 

 －7 

(法人 ＋1) 

(個人 －8) 

賛 
 435 

(法人 273) 

(個人 162) 

計 6,393 計  96 計  148 計   －52 計 6,341 

 （参考）令和３年度の県連合計の正会員の入会は７７社 正会員の退会は１２４社  
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（２）東京局連 組織・厚生合同委員会に参加 

   令和 4年 9月 29日に神奈川県横浜市で開催された「東京局連 組織・厚生合同委員会」

に参加した。各県連および単位会における会員増強や法人会福利厚生制度の取り組みに

ついて、現状や課題、好事例などの意見交換が行われた。 

   参加者  関 組織委員長、岸本 厚生委員長、川上 組織副委員長、酒井 専務理事 

   ※東京局連…東京、神奈川、千葉、山梨 

 

（３）新年賀詞交歓会の開催（甲府法人会との共催） 

   開 催 日  令和５年１月２３日（月） 

   開催場所  甲府記念日ホテル 

   参加人数  来賓及び県内４単位法人会の役員を合わせて９４名 

 

（４）青年・女性部会の活動 

  全法連及び県連主催行事への参加と他の青年・女性部会が実施する活動への参加協力 

［ 青年部会連絡協議会 ］ 主な実施活動 

①県内４単位法人会共催の「第１３回少年サッカー･税金教室」の設営及び税の啓発活 

 動（税金クイズ）の運営に協力した。 

②県内４単位会青年部会の部会員企業による企業版「健康経営宣言書」の提出を推進 

した。 

③「法人会全国青年の集い（沖縄大会）」に参加した。租税教育活動プレゼンテーショ 

ンにおいて、甲府法人会青年部会の「親子で学ぶ税金教室」の活動実績を発表した。 

   ④「東京局連３県連 部会長サミット」を山梨県連が担当となり開催し、「財政健全化 

のための健康経営プロジェクト」の研修と交流会を行った。 

     開催日時  令和４年１０月７日（金） 

     開催場所  ベルクラシック甲府 

     参加人数  １３０名 

     ※東京局連３県連…神奈川、千葉、山梨 

   ⑤全法連事業に協力した。（「法人会アンケート調査システム」の登録等） 

 

〔 女性部会連絡協議会 〕主な実施活動 

①「税に関する絵はがきコンクール」の女性部会連絡協議会長賞を決定し、対象児童 

 の学校を訪問して賞状等の贈呈を行った。 

②「法人会全国女性フォーラム（静岡大会）」に参加した。 

③女性部会連絡協議会の交流会を行った。 

④全法連事業に協力した。（節電事業「いちごプロジェクト」） 

 

（５）全法連主催等の講演会・セミナーに参加 

①第１６回法人会全国女性フォーラム（静岡大会）記念講演会 

   開 催 日  令和４年４月１４日 

   開催場所  ツインメッセ静岡（静岡県静岡市） 

   演  題  「ショートフィルムのチカラ！多様性ある表現発信とメディア 

リテラシーの創出」 

   講  師  俳優 別所哲也 氏 

   参加人数  ２０名 

 

②第３８回法人会全国大会（千葉大会）記念講演会 

   開 催 日  令和４年１０月１３日 

   開催場所  幕張メッセ（千葉県千葉市） 

   演  題  女性がテレビで働くということ 

   講  師  ニュースキャスター ジャーナリスト 安藤優子 氏 

   参加人数  ２２名 
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  ③第３６回法人会全国青年の集い（沖縄大会）記念講演会 

   開 催 日  令和４年１１月２５日 

   開催場所  沖縄アリーナ（沖縄県沖縄市） 

   演  題  「財政健全化につながる！健康経営の実装と実践」 

   講  師  千葉大学医学部付属病院 特任教授・産業医 吉村健佑 氏 

   参加人数  １８名 

 

  ④全法連税制セミナー （オンライン参加） 

   開 催 日  令和５年２月１４日 

   開催場所  ハイアットリージェンシー東京（東京都新宿区） 

   第１講座  テーマ 「令和５年度税制改正について」  

         講 師  財務省大臣官房審議官  坂本 基 氏 

第２講座  テーマ 「今後の税・社会保障のあり方について」 

         講 師  一橋大学国際・公共政策大学院  教授 佐藤主光 氏 

   参加人数  ６名（オンライン） 

 

  ⑤第３８回事務局セミナー （オンライン参加） 

   開 催 日  令和５年３月３日 

   開催場所  ハイアットリージェンシー東京（東京都新宿区） 

   演  題 「法人会における消費税の実務等について」（消費税の概要から申告手続きまで） 

   講  師  ＮＴＳ総合税理士法人 税理士 相澤英之 氏 

   参加人数  ５名（オンライン） 

 

 

２．会員（会員企業）の福利厚生事業 

令和４年度は「経営者大型総合保障制度」創設５０周年にあたり、全法連を中心とした推

進キャンペーンを行った。山梨県連においても法人会福利厚生制度受託３社と連携して法人

会福利厚生制度の加入件数と収入保険料の増加に向けて積極的に推進した。 

法人会福利厚生制度の紹介を依頼するにあたり、受託３社の推進員及び代理店が各単位法

人会の役員等を訪問する際の記念品（県産品）を用意した。費用は全法連の推進キャンペー

ンの補助金を利用した。 

 

法人会福利厚生制度の実績    

◎ 経営者大型総合保障制度 役員企業加入状況  （令和５年３月末現在） 

 加入役員企業数 加入率 

甲 府 ３２ ４５．０％ 

大 月 ３１ ５４．３％ 

山 梨 ２８ ７５．６％ 

鰍 沢 ２０ ６２．５％ 

県 連 １１１ ５６．３％ 

 

◎ 経営者大型総合保障制度 加入状況  （令和５年３月末現在） 

 加入企業数 加入率 

甲 府 ５２６ １６．８％ 

大 月 ２０９ １３．６％ 

山 梨 １９４ １７．６％ 

鰍 沢 １０６ ２２．５％ 

県 連 １，０３５ １６．６％ 
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◎ 経営者大型総合保障制度 新規企業推進状況  （令和５年３月末現在） 

単位会 新規目標(社) 実績(社) 達成率(％) うち大同扱(社) うちAIG扱(社) 

甲 府 １８ １６ ８８．８ １２ ４ 

大 月 ９ ４ ４４．４ ２ ２ 

山 梨 ９ ２ ２２．２ ２ ０ 

鰍 沢 ３ ４ １３３．３ ４ ０ 

県 連 ３９ ２６ ６６．６ ２０ ６ 

 

 

受託３社の法人会福利厚生制度収入保険料の内訳   （令和５年３月末現在） 

 

○ 大同生命保険 （経営者大型総合保障制度他）     （単位：円） 

 令和 3年 4月～ 

令和 4年 3月 

令和 4年 4月～ 

令和 5年 3月 
前年同月比 前年同月比 

甲 府 750,301,835 763,568,061 13,266,226 101.8％ 

大 月 353,026,727 351,851,588 －1,175,139 99.7％ 

山 梨 300,236,903 288,911,566 －11,325,337 96.2％ 

鰍 沢 132,541,798 126,359,749 －6,182,049 95.3％ 

県 連 1,536,107,263 1,530,690,964 －5,416,299 99.6％ 

 

○ ＡＩＧ損害保険  （ビジネスガード他）       （単位：円） 

 令和 3年 4月～ 

令和 4年 3月 

令和 4年 4月～ 

令和 5年 3月 
前年同月比 前年同月比 

甲 府 216,953,730 254,719,330 37,765,600 117.4％ 

大 月 74,759,550 91,105,300 16,345,750 121.9％ 

山 梨 63,955,550 65,908,050 1,952,500 103.1％ 

鰍 沢 18,694,140 21,890,920 3,196,780 117.1％ 

県 連 374,362,970 433,623,600 59,260,630 115.8％ 

 

○ アフラック   （がん保険制度・医療保険制度他）  （単位：円） 

 令和 3年 4月～ 

令和 4年 3月 

令和 4年 4月～ 

令和 5年 3月 
前年同月比 前年同月比 

甲 府 129,213,186 126,196,038 －3,017,148 97.7％ 

大 月 125,966,892 113,702,918 －12,263,974 90.3％ 

山 梨 44,056,294 40,981,625 －3,074,669 93.0％ 

鰍 沢 13,224,767 12,918,103 －306,664 97.7％ 

県 連 312,461,139 293,798,684 －18,662,455 94.0％ 

 

◎ 受託３社合計                  （単位：円） 

 令和 3年 4月～ 

令和 4年 3月 

令和 4年 4月～ 

令和 5年 3月 
前年同月比 前年同月比 

甲 府 1,096,468,751 1,144,483,429 48,014,678 104.4％ 

大 月 553,753,169 556,659,806 2,906,637 100.5％ 

山 梨 408,248,747 395,801,241 －12,447,506 97.0％ 

鰍 沢 164,460,705 161,168,772 －3,291,933 98.0％ 

県 連 2,222,931,372 2,258,113,248 35,181,876 101.6％ 
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３．その他の事業 

（１）山梨県からの受託事業「やまなし出会いサポートセンター」 

令和４年度の成婚は９組、「やまなし出会いサポートセンター」開設後の累計１１８組

となった。 

 

（２）役務収益拡大の一助として貸倒保証制度(団体取引信用保険)の取り扱い 

   会員企業の売上債権が貸し倒れた場合に保険金が支払われる制度（法人会会員企業で

あることが加入条件）で、募集代理店は三井住友海上火災保険の代理店が行い、県連は

保険料集金事務を務め、役務収益の増加を図った。 

 

（３）山梨県間税会連合会・甲府間税会の事務局としての対応 

 

 

 

Ⅲ．会 務 運 営 

１．県内４単位法人会（公益社団法人）の支援及び連携強化 

 

 

２．定時総会・理事会、法人運営に必要な各種会議の開催準備及び運営 

定時総会、理事会、正副会長会、総務委員会、税制委員会、広報委員会、研修委員会、

組織委員会、厚生委員会について、新型コロナウイルス拡大防止に配慮したうえで開催

した。その他、全国法人会総連合関係の各種会議にリモートなどで出席した。 

 

 

３．功労者表彰等の実施 

第１０回定時総会の議事終了後に表彰式を行い、全法連功労者表彰８名、山梨県連功

労者表彰８名を表彰した。法人会福利厚生制度受託３社の優績社員表彰８名は担当する

単位会の定時総会において感謝状の伝達を行った。 

 

 

４．外部会議に出席 

会務の運営に資するため、各種関係団体の会議に出席した。 

 

 

 

 

令和４年度事業報告の附属明細書 

 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する

附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」はありません。 

 


